
◎野菜生産出荷安定法の一部を改正する法律
（平成一四年六月七日法律第五八号）　　

一、提案理由（平成一四年四月二三日・衆議院農林水産委員会）

○武部国務大臣　野菜生産出荷安定法の一部を改正する法律案につきまして、その提案

の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。

　野菜は国民の健康で豊かな食生活に不可欠であるだけでなく、農業生産においても米

や畜産と並ぶ基幹的な部門となっております。しかしながら、近年、野菜の輸入が増加

する中で、野菜の自給率が低下するとともに、生産者の減少、高齢化等が進行している

状況にあります。

　こうした中で、将来にわたって国内野菜産地の供給力を確保していくためには、国際

競争に対応しつつ、消費者や実需者に選好される品質、価格の国産野菜を供給できるよ

う、野菜の生産、流通の両面から構造改革を進めていくことが喫緊の課題となっており

ます。

　このため、野菜の構造改革対策の一環として、消費者や実需者の多様なニーズにこた

え、効率的な野菜の供給を行うための契約取引の推進、生産者の経営と消費者への野菜

供給の安定を図るための生産者補給金制度の拡充等の措置を講ずることとし、この法律

案を提出することとした次第であります。

　次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。

　第一に、野菜の契約取引を推進するため、出荷団体または生産者が野菜の加工、販売

等の事業を行う者との間で野菜の供給に係る契約を締結している場合において、天候そ

の他の事由により供給すべき野菜に不足が生じたときに、その確保に係る出荷団体や生

産者の負担を軽減するための交付金制度を創設することとしております。

　第二に、生産者補給金制度について、生産者の経営と野菜供給の安定を図る機能を充

実するため、指定消費地域を廃止し、同地域以外に出荷される野菜についても、価格の

著しい低落があった場合には生産者補給金を交付するものとするとともに、生産者補給

金の交付対象に、出荷団体を通じて出荷を行う生産者のほか、一定規模以上の作付を行

う生産者を加えることとしております。

　第三に、農林水産大臣が立てる指定消費地域における指定野菜の需要の見通しについ

て、指定消費地域の廃止等に伴い全国を対象とする需要及び供給の見通しに改め、この

見通しに即して野菜指定産地の的確な指定と計画的な育成を図ることとしております。

　以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。

　何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。

二、衆議院農林水産委員長報告（平成一四年四月二六日）

○鉢呂吉雄君　ただいま議題となりました野菜生産出荷安定法の一部を改正する法律案

につきまして、農林水産委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、最近における野菜の生産及び出荷に関する諸事情の変化にかんがみ、野菜価



格安定制度を見直し、契約取引制度の創設、生産者補給金制度の拡充等の措置を講じよ

うとするものであります。

　委員会におきましては、四月二十三日武部農林水産大臣から提案理由の説明を聴取し、

翌二十四日及び二十五日に政府に対する質疑を行ったほか、二十四日には参考人から意

見を聴取するなど、慎重に審査を行いました。

　昨二十五日質疑を終局し、直ちに採決いたしましたところ、本案は全会一致をもって

原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。

　なお、本案に対し附帯決議が付されました。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年四月二五日）

　野菜を取り巻く諸情勢の大きな変化に対応するため、消費者のニーズに即した国産野

菜の安定供給体制の早期の整備が極めて重要な課題となっている。よって政府は、本法

の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。

　　　　　記

一　輸入野菜の増大に伴い、その安定性等について多くの消費者が不安を抱いている現

状にかんがみ、国産野菜の安定的な生産・供給体制と調和した秩序ある輸入体制の確

立及び有害化学物質含有検査体制の強化等安全確保対策の拡充を図るとともに、野菜

の消費拡大のため、「食生活指針」のより一層の普及・定着並びに適正な価格の形成

に努めること。

二　野菜供給体制の構造改革については、生産、流通の両面で施策の効果・実効性があ

がるように推進するとともに、今後の野菜価格安定制度のあり方については、経営所

得安定対策の検討の推移を踏まえ、かつ、消費者の利益にも十分配慮し、必要な見直

しを行うこと。併せて、指定産地及び指定品目について、生産、消費の実情に即し、

適宜見直しを行うこと。

三　契約取引制度の導入に当たっては、生産者、実需者等においてモラルハザードが発

生することのないよう万全を期するととにもに、野菜供給安定基金及び都道府県の野

菜価格安定法人に対しては、契約の様式・内容の適格性審査を含め、新たな制度の円

滑な推進のため適切な業務運営が確保されるよう指導すること。

四　新たに生産者補給金制度の対象となる大規模生産者については、野菜の安定供給及

び野菜農業の担い手育成に資するよう適正な基準を設定するとともに、その認定が公

正かつ円滑に行われるよう努めること。また、各都道府県段階で需給調整機能が適切

に発揮されるよう指導すること。

　右決議する。

三、参議院農林水産委員長報告（平成一四年五月三一日）

○常田享詳君　ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ



る審査の経過と結果を御報告いたします。

　本法律案は、近年、野菜の輸入が増加する中で、自給率が低下するとともに、生産者

の減少、高齢化等が進行している状況にかんがみ、野菜の構造改革の一環として、国際

競争力を付けるため、消費者や実需者の多様なニーズにこたえるための契約取引を推進

する新たな制度の創設等の措置を講じようとするものであります。

　委員会におきましては、新たに契約取引を制度の対象とするねらい、制度改正による

輸入野菜との競争力等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。

　質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。

　なお、附帯決議を行いました。

　以上、御報告を終わります。

○附帯決議（平成一四年五月三〇日）

　野菜は国民の健康と食生活及び農業生産において重要な地位を占めているが、近年、

野菜をめぐる状況が急速に変化しており、消費者や実需者の多様なニーズに即した国産

野菜の安定的な供給を行う体制の確保が喫緊の課題となっている。

　よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。

一　輸入野菜の急増が、野菜経営に及ぼしている影響を踏まえ、国産野菜の安定的な生

産・供給体制への取組を強力に推進するとともに、これと調和した秩序ある輸入体制

の確立を図ること。

　　また、輸入野菜の安全性等について多くの国民が不安を抱いている現状にかんがみ、

残留農薬等の検査体制の強化、その他輸入検疫の見直し等による輸入野菜の安全確保

対策の拡充・強化を図ること。

二　野菜供給体制の構造改革については、生産、流通の両面で施策の効果・実効性があ

がるように推進するとともに、今後の経営所得安定対策の検討の推移を踏まえ、かつ、

消費者の利益にも十分配慮しながら、野菜価格安定制度のあり方について必要な見直

しを行うこと。

　　併せて、指定産地の指定要件及び制度の対象品目について、生産、消費の実態に即

し、適宜見直しを行うこと。

三　契約取引制度の導入に当たっては、生産者、実需者等においてモラルハザードが発

生することのないよう監視体制の整備など万全を期するとともに、野菜供給安定基金

及び都道府県の野菜価格安定法人に対しては、契約の様式・内容の適格性審査を含め、

新たな制度の円滑な推進のため適切な業務運営が確保されるよう指導すること。

四　新たに生産者補給金制度の対象となる大規模生産者については、野菜の安定供給及

び野菜農業の担い手育成に資するよう適正な基準を設定するとともに、その認定が公



正かつ円滑に行われるよう努めること。

五　野菜の需給と価格の安定を図る観点から、需給調整が適切に行われるよう情報の収

集・管理及びその積極的な提供を行うとともに、大規模生産者を含め生産者団体等の

需給調整活動が適切に行われるよう指導すること。

六　野菜消費の減少が国民の健康に及ぼす影響が懸念されることから、「食生活指針」

のより一層の普及・定着、学校教育における栄養や健康に関する教育の充実に努める

など野菜の消費拡大を図ること。

　　また、国民の間で食の安全に対する不信が生じている現状を踏まえ、表示の適正化

の強力な推進と農薬の適正使用についての指導体制の一層の強化を図るとともに、国

民が安心して良質な野菜を選択できるようトレーサビリティシステム（生産・流通履

歴情報の追跡システム）の推進について検討を行うこと。

七　国産野菜を安定的に供給できる産地を育成していくため、国の野菜対策の充実を図

るとともに、野菜価格安定制度の重要性を考慮し、都道府県に対する地方交付税措置

の確保等所要の措置に万全を期すること。

　右決議する。


